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全体完成予想図

大阪港の全景

21世紀におけるまちづくり

阿倍野再開発事業

雇 用 問 題

今後の同和対策事業

総合計画21推進のための新指針
の新たなプランは

限られた財源の効果的な配分を図
るため、市政全般にわたる施策・事業
について、今後とも着実に、より効果
的に推進することを前提としつつ、本
市を取り巻く社会経済環境のもと、優
先的・重点的に取り組むべき施策を設
定し、事業を取りまとめた「いきいき
大阪再生プラン」を策定した。
今後の施策展開にあたっては、各局

の企画担当部門とも連携を図り、各方
面のデータ等も活用した的確な状況把
握を行い、不断の検討・精査を重ねる
とともに、事業評価システムの活用を
図りながら、事業の成果・効果を点検
し、市民意見の把握に努めていきたい。
今後、次期マスタープランに向けて、
まちづくりの目標を見据えることが必
要となるが、平成15年度に予定してい
る「再生プラン」にかわる計画の策定
や、事業評価システムの全体の構築を
通じた計画の進行管理への活用など、
21世紀における大阪の新たなまちづく
りに向け、鋭意取り組んでいきたい。

答

問

今後の阿倍野再開発事業は
地価の大幅な上昇と下落などによ

り、事業途中の収支はまことに厳しい
状況にあるが、今後、業務・商業を中
心とした旧Ａ２地区において、民間の
活力とノウハウを最大限に活用し、大
きな開発効果を期待できる事業とする
ことにより、最終的には地区全体とし
て収支を償えるものと考えている。
さらに、分譲方式を前提とした現在

の制度では、資金収支上、困難な状況
になるため、賃貸方式に見合った起債
償還制度など、実態に即応した制度へ
の改正を国に対して要望していきたい。
旧Ａ２地区の事業の成否が、まさに

事業全体の成功と発展のカギになるも
のと認識しており、事業の早期完成を
目指して努力し、総力を挙げて不退転
の決意で取り組んでいく。
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本市の雇用施策は
地方分権の時代にふさわしい雇用

施策を総合的に推進するため、平成13
年４月、市民局に調整窓口を設置し、
現在、関係局による検討会で雇用施策
のあり方について検討を行っている。
雇用施策は基本的に国の施策である

が、本市にとっても極めて重要な課題
であり、早急に全庁的な推進体制を構
築し、各局が連携して雇用施策の推進
に取り組むとともに、市や外郭団体の
事業において、どのような雇用創出方
策があるかについても研究等をしてい

答
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きたい。さらに、中小企業の経営基盤
の強化、産業創造館を中心とした新産
業の創出、内外の企業誘致などに引き
続き努力するとともに、雇用環境が大
きく変化している中で、本市の特性や
実情に応じた雇用施策を行っていかな
ければならないと考えている。

大阪港の埋立事業

今後の大阪港の埋立事業は
本事業においては、港湾関連の事

業だけでなく、咲洲トンネルや舞洲ア
答

問

現行の「地対財特法」が平成14
年３月末をもって失効することによる
今後の同和対策事業のあり方は

平成13年10月末に出された大阪市
同和対策推進協議会の意見具申の趣旨
を踏まえ、これまで33年間にわたり実施
してきた特別措置としての同和対策事業
は廃止する方向で検討し、今後は、一
般施策を有効・適切に活用して、一日も
早い同和問題の解決に努力していく。
個人給付的事業については、その目
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的は一定果たしてきたと考えており、
廃止に向けて取り組んでいくが、大学
奨学金貸与事業等については、国・府
の動向に合わせて、現行対象者が卒業
するまでの間、経過措置を設ける。
さらに、同和向け住宅の空き家につ

いても、入居方式の見直しも含め入居
の促進に努めていく。
また、特別措置の終了により、特別

措置としての同和対策事業の実施協力
団体としての役割を終えることになる
大阪市同和事業促進協議会・地区協議
会のあり方や本市との関係について、
意見具申の趣旨を踏まえ、早急に検討
していきたい。

子育て層の支援

保育所入所の待機問題は
本市では、待機児童の解消に向け、

国の少子化対策臨時特例交付金事業等
を活用した保育所整備での入所枠の拡
大に取り組んでいるが、さらに思い切った入
所枠拡大の方策を打ち出す必要がある。
このため、駅前ビル等の空きスペー

スなどを活用した分園等の保育所整
備、公立保育所の保育士配置基準を民
間と同様にすること、公立・民間保育
所による入所定員の弾力化といった対
応策について、さまざまな角度から検
討している。早急に具体案を取りまと
め、関係先と協議し、待機児童の解消
に全力で取り組んでいく。
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そ の 他 の 質 疑 項 目
【 財 政 関 係 】
・行政コスト計算書の作成
・ペイオフ対策

・法定外税創設の検討状況
・市税の収納対策特別チームについて など

【 教 育 関 係 】
・大阪の埋もれた歴史の掘り起こしとその活用
・指導力に問題のある教員に対する指導

・大阪歴史博物館の建設費
・少人数学級について　など

【 保 健 ・ 福 祉 関 係 】
・痴呆性高齢者・家族への支援
・生活習慣病対策

・ホームレス対策
・介護保険料の減免　など

【 外 郭 団 体 関 係 】
・道路公社の経営状況 ・天下りの禁止　など

【 雇 用 関 係 】
・雇用のミスマッチ解消に向けた情報提供 ・緊急地域雇用特別交付金による雇用施策 など

【 同 和 対 策 事 業 関 係 】
・教員・保育士の加配 ・未利用地の活用　など

【 そ の 他 】
・大阪都構想に対する見解
・周遊カードのＩＣ化
・阪神高速道路淀川左岸線の全面ふたかけ
・事業系廃棄物の減量指導

・大阪経済の活性化
・市民本位のまちづくり
・家電リサイクル法の周知徹底
・民間借地を利用したスポーツ広場の整備 など

市 会 の 動 き
［ 11月定例会 ］

10/31（水）
11/２（金）・５（月）
７（水）

８（木）
９（金）
14（水）～16（金）
19（月）・20（火）
26（月）・27（火）
29（木）

招集告示
常任委員会（事前調査、陳情書の審査）
本会議〈開会〉
（一般会計等決算の市長説明など）
決算特別委員会（説明など）
決算特別委員会（実地調査）

決算特別委員会（質疑）

常任委員会（請願書・陳情書の審査）
決算特別委員会（態度決定）
本会議〈閉会〉
（準公営企業会計・一般会計等決算の認定など）

市 会 の 広 報 に つ い て
・「大阪市会だより」は、市会定例会の模様をお伝えするため、概ね、１月、
５月、７月、12月の年４回、「大阪市政だより」に併載して発行しています。
・市会広報テレビ番組「私たちと大阪市会」は、市会の進むべき方向や定例
会での審議の模様を中心に、テレビ大阪（⑲ch）で年６回放映しています。
１月２日（水）には、ゲストに河内家菊水丸さんを招いて「新春正副議長
座談会」を、２月には各会派の市政への取り組みや予算編成に対する要
望等を内容とした「各会派に聞く」をお送りする予定です。なお、詳細は、
放映する月の市政だより「大阪市提供番組」欄をご覧ください。
・インターネット「大阪市会ホームページ」（アドレス…http://www.city.osaka.
jp/shikai/）では市会のしくみや会議のあらまし、市会議員名簿、会議の
日時、会議録などを掲載しています。
問合せ…市会事務局調査課 16208-8694 56202-0508

可 決 さ れ た 意 見 書
○福祉サービス従事者の労働条件改善に関する意見書
○小規模作業所問題に関する意見書
○就学援助制度に関する意見書
○重度障害者医療費助成制度に関する意見書

（以上、平成13年11月29日可決）

〕

リーナなど、まちづくりに必要な基盤
施設の整備も行ってきた結果、経営状
況は非常に厳しいものになっている。
埋立事業における基盤整備は、ほぼ収
束に近づいてはいるが、残る事業の実
施にあたっては、内容を精査し、事業
費の抑制に努めるとともに、積極的に
企業誘致を行い、土地売却代の確保に
努めることにより収支の均衡を図って
いきたい。

4

大阪市会だより 平成14年1月

編集と発行…大阪市会事務局調査課 大阪市北区中之島１-３-２０1６２０８-８６９４
大阪市会ホームページアドレス…http://www.city.osaka.jp/shikai/

平成12年度

一 般 会 計 決 算 を 認 定  一 般 会 計 決 算 を 認 定  一 般 会 計 決 算 を 認 定  
11  月 定 例 会

大阪市会は、平成12年度の準公営企業会計（市民病院、中央卸売市
場、港営、下水道の４事業）及び一般会計等決算報告などを審議する
11月定例会を11月７日から11月29日まで開きました。
決算報告については、決算特別委員会の審査を経たあと、11月29日

の本会議において賛成多数により認定しました。
このほか、学校園・保育所等の安全対策や道路照明灯の整備など安

全な都市生活のための事業や学校校舎、市営住宅、道路の補修、中小
企業の活性化と魅力ある商店街づくり等を柱とする総額730億2,600万
円の平成13年度補正予算をはじめ、「福祉サービス従事者の労働条件
改善に関する意見書案」など合わせて20件の案件を議決しました。 市会本会議場（傍聴席から）

市会の構成〔 〕会派別
議員数

定　数

自 由 民 主 党

民 主 ・ 民 友

公 明 党

日 本 共 産 党

無所属市民クラブ

無 党 派

90人（欠員１人）

34人

20人

18人

15人

1人

1人

（平成13年12月18日現在）

決算特別委員会での主な論議 
　11月14日～16日・19日・20日の5日間、各会派の委員に
よって、さまざまな論議が交わされました。その主な内容を決
算特別委員長の審査報告をもとに紹介します。 

改発委員長の審査報告

財 政 問 題

平成12年度決算の状況は
雇用情勢の悪化や地価下落などの

影響により、個人市民税や固定資産税
など、市税収入が前年度に比べ3.7％
の減と、４年連続でマイナスとなった
が、地方交付税を過去最高の767億円
確保したことなどにより、税等一般財
源全体としては前年度並みの1.1％増
となった。また、起債については、事
業費の抑制に努めたことなどにより、
11.6％の減と２年連続のマイナスとな
ったが、市債残高は約２兆3,100億円
になっている。歳出については、投資
的・臨時的経費の抑制に努めたが、公
債費や生活保護費などの義務的経費が
なお高い伸びを示している。
この結果、一般会計の平成12年度決
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今後の財政運営は
今後とも、市民ニーズの的確な把

握や行財政運営の効率化、受益と負担
の関係の明確化等を図るとともに、地
方交付税の確保や、国から地方への税
源移譲など財政の自主性・自立性の確
立に向けた要望行動も行い、財政構造
改革に積極的に取り組んでいく。

答
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算は、実質３億7,600万円の黒字を保
っているものの、地方財政全体の収支
不足に伴う特別債や地方交付税などの
多額の補てん財源に依存しており、財
政の硬直度も引き続き高い状態にある。

平成13年3月に策定された「新行
財政改革計画」の推進は

今後は、事業評価システムによる
評価結果なども十分に分析・検討し、
総合計画・行財政改革推進委員会の意
見も聴取して、行政責任の確保を図り
ながら、市民団体、ＮＰＯ等のノウハ
ウを活用できる分野、民間に任せられ
る分野を整理し検討していきたい。
また、｢新たな区行政の展開｣ のた
めには区役所機能の充実強化が不可欠
であり、全庁挙げて取り組むこととし
ている。インターネットを活用した広

答
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外郭団体の経営改善は
ＷＴＣ（ワールドトレードセンタ

ー）、ＡＴＣ（アジア太平洋トレード
センター）、湊町開発センターの３社
については、平成10年２月に経営改善
計画を策定し、会社の最大限の努力と

答

問

報広聴活動の充実、各局の各種事業の
企画段階からの検証や改善要請の仕組
みづくりなど、市民ニーズを反映させ
るシステムの構築が重要であり、さら
に、区役所での保健・福祉の総合的・
効果的なサービス提供についての検討
や大胆な職制改正も視野に入れた検討
を行うなど、市民にわかりやすく利用
しやすい窓口の実現に取り組んでいく。

決 算 特 別 委 員 会 委 員
委 員 長 改　発　康　秀（自民）

副委員長 足　O 將　司（自民） 田　中　ゆたか（民主・民友）

委　　員 船場　太郎（自民） 藤岡　信雄（自民） 荒木　幹男（自民）

北野　禎三（自民） 大西　宏幸（自民） 加藤　仁子（自民）

1 昭二郎（自民） 福山よしてる（民主・民友） 辻　　洋二（民主・民友）

紀野　敏明（民主・民友） 松田　　力（民主・民友） 青江　達夫（公明）

高橋　諄司（公明） 小笹　正博（公明） 待場　康生（公明）

前田　修身（公明） 瀬戸　一正（共産） 矢達　　幸（共産）

石川　3爾（共産） 長谷　正子（共産）

平成12年度一般会計等決算概要

（注）金額は１万円未満四捨五入

行 財 政 改 革

外郭団体の経営改善

会　　計 歳　　入 歳　　出 差　　引

一　般　会　計
兆
1

億
8,786

万円
8,947

兆
1

億
8,699

万円
8,019

億
87

万円
928

特　別　会　計
大学医学部付属病院 338 8,773 338 8,773 0
食 肉 市 場 42 9,615 42 9,615 0
市 街 地 再 開 発 245 1,938 245 1,938 0
駐 車 場 14 9,492 14 9,492 0
有 料 道 路 14 6,487 14 6,487 0
土 地 先 行 取 得 1,122 8,870 1,122 8,870 0
母子寡婦福祉貸付資金 4 1,529 3 5,818 5,712
国 民 健 康 保 険 2,395 3,410 2,644 596 △ 248 7,186
心身障害者扶養共済 4 6,326 4 6,326 0
老 人 保 健 医 療 2,490 4,221 2,479 3,286 11 935
介 護 保 険 779 1,094 726 866 53 228
公 債 費 8,385 1,651 8,385 1,651 0

他の株主や金融機関の支援を前提に、
平成10年度から必要な財政支援等を行
っている。大阪シティドーム、クリス
タ長堀についても同様に平成13年度か
ら貸付等の支援を行うこととした。
今後は、経営改善計画に掲げた単年

度黒字の達成に向け、他の株主の協力
も得ながら、さらなる経営改善に努め
ていく必要があるが、第三セクターを
取り巻く状況は厳しさを増している。
本市としては、厳しい現状を会社と

もども認識し、現実的な経営見通しを
持った見直しができるよう指導すると
ともに、引き続き金融機関に対しても
協力を要請し、それぞれの会社が所期
の目的の達成に向けて一層の経営改善
に取り組むよう、全力を挙げて指導し
ていく。

平成12年度準公営企業会計決算概要
会　　計 収　　益 費　　用 差　　引

平 成 12 年 度 末
未処分利益剰余金
△未処理欠損金

市 民 病 院
億
479

万円
2,106

億
489

万円
7,914

億
△ 10

万円
5,808

億
△ 319

万円
1,868

中央卸売市場 88 8,774 117 427 △ 28 1,652 △ 135 9,289

港　　　　営 80 1,313 71 1,063 9 251 9 251

下　水　道 866 9,919 880 94 △ 13 175 △ 119 5,328


